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海老名市地域防災計画修正に係る主な修正点 

 

地震災害対策計画 

体系 修正内容 

第１章 地震災害対策の計画的な推進 

 

第３節 
地震被害の想

定 

○「地震被害想定の考え方」 

・熊本地震、北海道胆振東部地震、令和６年能登半島地震での教

訓や課題を踏まえて報告された「神奈川県地震被害想定調査報告

書」の内容に基づき修正 

第３章 地震災害時応急活動事前対策の充実 

 

第１節 

地震災害時情

報の収集・提

供体制の拡充 

○「前文」 

・災害情報収集や避難対策など災害対応におけるＡＩやデジタ

ル技術の活用、機材の更新など、防災・減災におけるＤＸの推

進に努めることを追記 

第９節 
医療・救護・

防疫対策 

○「２ 災害医療の強化等」 

・ＤＭＡＴ及びＤＭＡＴ－Ｌ指定病院一覧を最新の状態に更新 

第10節 文教対策 

○「１ 学校における防災体制の整備」 

・児童・生徒の学びの継続のために、必要に応じて、被災地学び

支援派遣等枠組み（Ｄ－ＥＳＴ）を活用することを追加 

第11節 

緊急輸送道路

及び緊急交通

路等の確保対

策 

○「１ 緊急輸送道路及び緊急輸送補完道路の耐震化及び復旧体

制の整備」 

・災害時の道路啓開・災害復旧を国が代行する制度及び災害時の

道路啓開・災害復旧を国が代行する制度の創設、令和７年４月

の道路法等の改正において、大規模な災害が発生した場合に緊

急輸送の確保を図るため、第28条の２第１項に基づく協議会に

おける協議を経て、道路啓開計画を定めることや、災害時にお

ける代行制度の拡充などが規定されたことを追加 

第４章 地震災害時の応急活動対策 

 

第１節 

地震災害時情

報の収集・伝

達及び市災害

対策本部等の

設置 

○「６ 市災害対策本部における災害応急活動の決定」 

・情報収集機材にドローンを追加 

○「７ 通信手段の確保」 

・学区内通信システム廃止に伴う当該記述の削除 

第３節 避難対策 

○「１ 避難情報等」 

・避難勧告の用語を削除し、「高齢者等避難」、「避難指示」に修

正 

○「４ 避難所予定施設の開設」 

・要配慮事項に「ペットの有無」を追加 

・避難所に関する新規協定を追加 
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第５節 

飲料水・食

料、生活必需

物資等の調

達・供給活動 

○「１ 飲料水及び生活用水の確保供給」 

・応急飲料水以外の生活用水の供給について、新規協定を追加 

第６節 文教対策 

○「３ 学校等における避難所等の運営」 

・要配慮事項に「ペットの有無」を追加 

 

第７節 

緊急輸送のた

めの交通の確

保及び緊急輸

送活動 

○「１ 交通の確保」 

・高速道路会社等の各道路管理者が、県の「緊急輸送道路管理マ

ニュアル」に基づき、通行規制や道路啓開等必要な措置及び応

急復旧等必要な対策の実施について、県警察に連絡を取ること

を追加 

○「２ 緊急輸送」 

・災害時等における車両等の貸与に関する新規協定を追加 

 

 

第11節 

被災者等への

情報提供及び

相談、物価の

安定等に関す

る活動 

○「前文」 

・要配慮事項に「男女のニーズの違い」を追加 

第12節 
広域的応援体

制 

○「１ 広域的な応援体制」 

・自衛隊への災害派遣要請範囲に「給食」及び「入浴支援」を追

加 

第14節 
災害救助法関

係 

○「１ 災害救助法」 

・災害救助法の一部市長への委任事項に「福祉サービスの提供」

を追加 

第５章 復旧・復興対策 

 

第２節 
復興対策の実

施 

○「６ 生活再建支援」 

・要は入り者に対するボランティア活動支援において、協働する

組織に「災害中間支援組織」を追加 

 

第６章 南海トラフ地震臨時情報発表時の対応 

 

第１節 基本方針 

○「２ 「南海トラフ地震に関連する情報」の名称及び発表条件」 

・「南海トラフ地震臨時情報」に付記するキーワードと各キーワード

を付記する条件中「監視領域内」を「南海トラフ沿いの想定震源

域及びその周辺」に修正 

 

第２節 防災対応 

○「１ 南海トラフ沿いで観測され得る異常な現象」 

・「半割れ」、「一部割れ」、「ゆっくりすべり」の各ケース概要に

おける震度基準を最新の基準に修正 
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○「２ 異常な現象に伴う防災対応」 

・有識者からなる「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」

での評価結果が前項の３つのケースのいずれにも該当しない

場合には、「南海トラフ地震臨時情報（調査終了）」を発表する

ことを追加 

・各ケースに応じた防災対応に、具体的な実施事項を追加 

○「３ 住民の防災対応等」 

・市が南海トラフ辞し臨時情報の発表を受け、市民に周知する事

項に、日常生活を行いつつ警戒を続けること及びすぐに逃げら

れる態勢の維持や非常持出品の常時携帯など特別な備えを行

うことを追記 

・事前避難する際、避難者やペットの食料や生活用品は、避難者

が各自で準備することを追加 

○「４ 事業者等の防災対応」 

・放送事業者の業務について追加 

・鉄道事業者の業務について追加 
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風水害等災害対策計画 

 

第１編 風水害等災害対策の計画的な推進 

 

第２編 風水害対策編 

体系 修正内容 

第３章 風水害等災害対策計画の推進主体とその役割 

 

第３節 

市、県及び防

災関係機関の

処理すべき事

務又は業務の

大綱 

○「４ 指定公共機関」 

・日本赤十字の業務に「復旧・復興に関する業務」、「防災・減災

に関する業務」を追加 

 

 

体系 修正内容 

序章 神奈川県水防災戦略 

 趣旨  ・令和３年以降の風水害とそれに関連する法体制の整備、新たな

リスクとその対策強化について追加 

第１章 風水害に強いまちづくり 

 

第２節 治水対策 

○「前文」 

・「洪水予報」を新しい防災気象情報に基づき「氾濫注意報・警

報」及び「大雨注意報・警報」に修正 

 

第３節 河川改修 

○「計画的な河川改修の実施」 

・目久尻川、永池川、鳩川の治水安全度確保目標を「50年に一回」

の大雨から、「100年に一回」に修正 

 

第６節 土砂災害対策 ・各種用語の修正（各種警報等） 

第２章 風水害時応急活動事前対策の充実 

 

第１節 

風水害時の情

報の収集・提

供体制の拡充 

○「前文」、「１ 風水害情報受伝達体制の充実」 

・DXの一環としての各種通信・情報収集設備を最新の状況に更

新 

・国が運用を開始した「新総合防災情報システム（SOBO-WEB）」

について追加 

第２節 

市災害対策本

部等組織体制

の拡充 

○「６ 研修・訓練の実施」 

・地震と連続する風水害といった複合災害など、様々な場面を

想定した市災害対策本部の運営訓練や図上演習の実施につい

て追加 

第５節 避難対策 

○「８ 避難所等の開設及び運営管理」 

・被災者が安心して避難所で生活できるよう、避難所予定施設

の生活環境の整備や下記の熱中症対策、備蓄及び備蓄におけ



5 

 

る要配慮事項を追加 

・避難行動として、指定緊急避難場所、安全な親戚・知人宅、

ホテル・旅館等への避難を基本とするものの、ハザードマッ

プ等を踏まえ、自宅等で身の安全を確保することができる場

合は、市民自らの判断で「屋内安全確保」を行うことや、避

難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所等への避難が

かえって危険を伴う場合は、「緊急安全確保」を行うべきこと

について、周知徹底に努めることを追加 

第９節 
医療・救護・防

疫対策 

○「２ 災害医療の強化等」 

・ＤＭＡＴ及びＤＭＡＴ－Ｌ指定病院一覧を最新の状態に更新 

第10節 文教対策 

○「１ 学校における防災体制の整備」 

・児童・生徒の学びの継続のために、必要に応じて、被災地学び

支援派遣等枠組み（Ｄ－ＥＳＴ）を活用することを追加 

第11節 

緊急輸送道路

及び緊急交通

路等の確保対

策 

○「１ 緊急輸送道路及び緊急輸送補完道路の耐震化及び復旧体

制の整備」 

・令和７年４月の道路法等の改正において、大規模な災害が発

生した場合に緊急輸送の確保を図るため、第28条の２第１項

に基づく協議会における協議を経て、道路啓開計画を定める

ことや、災害時における代行制度の拡充の規定を追加 

第15節 
自主防災活動

の拡充強化 

○「１ 市民への周知等」 

・将来的に各自治会に１名の防災士を配置するよう、自治会に所

属する防災指導員を対象に、防災士資格の取得を推進すること

を追加 

第17節 
防災知識の普

及 

○「１ 市民への防災知識の普及」 

・市民に対し普及啓発を図る事項に「大地震と風水害による複合

災害のリスク」を追加 

第３章 風水害時の応急活動対策 

 

第１節 
風水害発生直

前の対策 

○「１ 警戒及び注意の喚起」 

・防災気象情報に関する記述を、「新しい防災気象情報」の記述

に修正 

第２節 

風水害時情報

の収集・伝達

及び市災害対

策本部等の設

置 

○「１ 風水害発生直後の被害情報の収集・連絡」 

・情報収集機材にドローンを追加 

○「４ 災害広報の実施」 

・市が広報に使用するSNSにLINEを追加 

○「６ 通信手段の確保」 

・学区内通信システム廃止に伴う当該記述の削除 

 

第６節 避難対策 

○「１ 避難情報等」 

・災害対策基本法の改正を踏まえ、避難情報の名称等を修正 

○「４ 避難所予定施設等の開設」 
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・運営管理上の要配慮事項に「ペットの有無」を追加 

・避難所に関する新規協定を追加 

第８節 

飲料水・食

料、生活必需

物資等の調

達・供給活動 

○「１ 飲料水及び生活用水の確保供給」 

・応急飲料水以外の生活用水の供給について、新規協定を追加 

第10節 

緊急輸送のた

めの交通の確

保及び緊急輸

送活動 

○「１ 交通の確保」 

・高速道路会社等の各道路管理者が、県の「緊急輸送道路管理マ

ニュアル」に基づき、通行規制や道路啓開等必要な措置及び応

急復旧等必要な対策の実施について、県警察に連絡を取ること

を追加 

○「２ 緊急輸送」 

・災害時等における車両等の貸与に関する新規協定を追加 

 

第14節 

被災者等への

情報提供及び

相談、物価の

安定等に関す

る活動 

○「前文」 

・要配慮事項に「男女のニーズの違い」を追加 

第15節 
広域的応援体

制 

○「１ 広域的な応援体制」 

・自衛隊への災害派遣要請範囲に「給食」及び「入浴支援」を追

加 

 

第17節 
災害救助法関

係 

○「１ 災害救助法」 

・災害救助法の一部市長への委任事項に「福祉サービスの提供」

を追加 

第４章 復旧・復興対策 

 

第２節 
復興対策の実

施 

○「６ 生活再建支援」 

・要は入り者に対するボランティア活動支援において、協働する

組織に「災害中間支援組織」を追加 
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第３編 火山災害対策編 

 

第４編 航空災害対策編 

 

第５編 鉄道災害対策編 

体系 修正内容 

第１章 火山災害予防 

 

第１節 
火山情報の伝

達体制等 

○「１ 箱根山の概要」 

・最新の情報に修正 

○「２ 富士山の概要」 

・最新の情報に修正 

○「３ 噴火警報等の発表及び伝達」 

・「臨時の解説情報」を「火山の状況に関する解説情報（臨時）」

に修正 

 

第２章 災害時の応急活動計画 

 

第１節 

火山災害時情

報の収集・連

絡等及び市災

害対策本部等

の設置 

○「１ 火山災害発生による被害情報の収集・連絡」 

・情報収集機材にドローンを追加 

 

 

第４節 避難対策 

○「７ 多様な視点への配慮」 

・市が配慮すべき視点に「男女のニーズの違い、ペットの有無及

び要配慮者等」を追加 

体系 修正内容 

第２章 航空災害時の応急活動計画 

 

第１節 

航空災害時情

報の収集・連

絡等及び市災

害対策本部等

の設置 

○「１ 航空災害発生による被害情報の収集・連絡」 

・情報収集機材にドローンを追加 

 

体系 修正内容 

第２章 鉄道災害時の応急活動計画 

 

第１節 

鉄道災害時情

報の収集・連

絡等及び市災

害対策本部等

の設置 

○「１ 鉄道災害発生による被害情報の収集・連絡」 

・情報収集機材にドローンを追加 
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第６編 道路災害対策編 

 

第８編 その他災害対策編 

 

体系 修正内容 

第２章 道路災害時の応急活動計画 

 

第１節 

道路災害時情

報の収集・連

絡等及び市災

害対策本部等

の設置 

○「１ 道路災害発生による被害情報の収集・連絡」 

・情報収集機材にドローンを追加 

 

体系 修正内容 

第２章 その他災害時の応急活動計画 

 

第１節 

その他災害時

情報の収集・

連絡等及び市

災害対策本部

等の設置 

○「１ その他災害発生による被害情報の収集・連絡」 

・情報収集機材にドローンを追加 

 


